
これからも安心して暮らしていくために

成年後見制度の利用を考えてみましょう
成年後見制度とは、認知症・知的障がい・精神障がい・発達障がいなどの理由で、ものごとを

判断する能力が十分でない方が、自分らしく安心して暮らせるように、ご本人の権利や財産

を守り、ご本人の意思を尊重した生活ができるよう支援するための制度です。

成年後見制度には、２つの制度があります。

任意後見制度

法定後見制度

ご本人に十分な判断能力があるうちに、判断能力が低下した
場合、「誰に」「どのような支援をしてもらうか」について、あ
らかじめ契約により決めておく制度です。

すでに判断能力が十分でない方を保護、支援する制度です。
利用するためには、家庭裁判所に審判の申し立てをします。

成年後見人等には、どのような人が選ばれますか？
家庭裁判所が、ご本人にとって最も適任だと思われる方を選任します。 ご本人の必要とする

支援内容によっては、申立の際に挙げられた候補者以外の方で、弁護士・司法書士・社会福祉士
などの専門職や福祉関係の法人などが選任されることもあります。

なお、誰を成年後見人等に選任するかという家庭裁判所の判断については、不服申し立てを
することができません。

法

定

後

見

制

度
判断能力が
欠けている
のが通常の
状態の方

後
見

判断能力が
著しく
不十分な方

保
佐

判断能力が
不十分な方

補
助

判断能力が
ある方

任意後見
制度

判断能力が低下したとき、家庭
裁判所で任意後見監督人が選任
されて初めて任意後見契約の効
力が生じます。任意後見契約は、
公証人の作成する公正証書に
よって結ぶものとされています。

ご本人の判断能力に応じて、「補
助」「保佐」「後見」 の３つの制度
が用意されています。

家庭裁判所によって選ばれた成
年後見人等（成年後見人、保佐人、
補助人）が、ご本人の利益を考え
ながら、ご本人に代わって契約な
どの法律行為をしたり（代理権）、
本人が法律行為をするときに一
緒に決めたり（同意権）、本人に不
利益を与える法律行為を後から
取り消したりすること（取消権）に
よって、本人を保護・支援します。

本人、配偶者、四親等内の親族、
市区町村長 等

申立ができる方

判断能力
の低下

申
立
て

○ご本人の判断能力、生活状況、
   経済状況を把握します。

○申し立ての目的、必要な後見
   等事務の内容を整理します。

申立に必要な書類・費用

● 申立書
● 診断書（成年後見用）
● 申立人やご本人の戸籍謄本
● 申立手数料
● 登記嘱託手数料
● 連絡用の郵便切手
● 鑑定料（必要な場合のみ） など

※ 上記は必要書類等の一部です。
詳しくは、家庭裁判所に用意さ

    れている一覧表などでご確認く
    ださい。

申立て準備

申
立
て

ご本人の判断能力が
低下したとき、

任意後見人監督人
選任申立てをします。

※費用や手続きについて
   は、最寄りの公証役場
   におたずねください。
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家庭裁判所で
本人状況の調査や、

問合せなどを行います。

○提出書類、調査結果、鑑定結
果等の内容を検討します。

○裁判官が直接、事情を確認
することもあります。

審判手続き

審理

必要に応じて
ご本人の判断能力について

鑑定を行うことが
あります。
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成年後見
登記制度

後見開始の審判が
されたときや公正証書が

作成されたときに
登記します。

法務局

終 了

申立て準備から支援開始までの流れ

成
年
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見
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任意後見人

補助人

保佐人

成年後見人

任意後見契約であらかじめ
定めておいた財産管理や法
律行為を本人に代わって行
います。任意後見監督人の
監督を受けます。

申立時に選んだ特定の法律
行為について同意したり、
取り消したり、本人に代
わって行ったりします。

法律上で定められた重要な
法律行為（P.5参照）に同意
したり、取り消したりします。
また、申立時に選んだ特定
の法律行為を本人に代わっ
て行います。

日常生活に関する行為を除
き、すべての法律行為を本
人に代わって行ったり、必
要に応じて取り消したりし
ます。

● 本人の死亡

● 後見等開始の審判が
取り消されたとき

本人の収入や財産の状況、
後見人等の仕事の内容よって、

家庭裁判所が決定し、
本人の財産から支払われます。

選任後の
成年後見人等の報酬

● 本人や任意後見人の死亡

● 契約の解除（正当な事由と
    家庭裁判所の許可が必要）

● 任意後見人の解任

● 法定後見の開始

【任意後見人の報酬】
契約時の報酬額が

本人の財産から支払われます。

【任意後見監督人の報酬】
本人の資産状況を考慮のうえ、

家庭裁判所が決定し、
本人の財産から支払われます。

選任後の報酬

４ヶ月以内
※事情によります
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